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概要

現実世界の多種多様なデータを収集し，サイバー空間上でシミュレーションを行うこと
で，現実世界で生じる様々な現象を予測するデジタルツインが注目されている．「まちのデ
ジタルツイン」は住環境や市街の様々な環境データを用いたデジタルツインであり，人々
が暮らす社会の将来の状態や状況を予測する．そして共創型デジタルツインは「まちの
住人」からデータを収集してシミュレーションを行うデジタルツインであり，多種多様な
データが必要となる「まちのデジタルツイン」を実現する方法として注目されている．住
人からデータを収集しシミュレーションを行い，様々な予測結果を提供するのがプラット
フォーム事業者であり，住人に対してどのようにデータ提供のためのインセンティブを提
供するかといったビジネスモデルが，持続可能な「まちのデジタルツイン」を実現する鍵
となる．そこで本稿では，共創型デジタルツインのプラットフォームのビジネスモデルと
してどのようなものが考えられるかを検討する．そして利害関係者 (ステークホルダ)間の
動的な関係を微分方程式で解析できる進化ゲーム理論を用いて，どのようなビジネスモデ
ルが望ましいか検証する．
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第1章 序論

1.1 研究の背景
インターネットに接続した機器などを活用して現実空間の情報を取得し，サイバー空間

内に現実空間の環境を再現することを，デジタルツインと呼ぶ．2002年に米ミシガン大学
のマイケル・グリーブスによって広く提唱された概念である．現実世界と対になるふたご
(ツイン)をデジタル空間上に構築し，モニタリングやシミュレーションを可能にする仕組
みである．デジタルツインによって，現実世界のリアルタイムな監視やシミュレーション
が可能になり，業務を効率化できる．例として，飛行機のエンジンの状態をデジタルツイ
ンによって継続的に監視すれば，故障を減らすことができ，必要な時に必要な部分のみメ
ンテナンスできるといったようなこと実現できる．また，デジタルツインによって時間を
短縮できる可能性もある．デジタルツインを製造業や建築業の企画・設計段階に導入する
と，デジタル空間上でシミュレーションできるため，実際にプロトタイプを制作しなくて
も各種試験の実施ができて，コスト削減と製品開発時間の短縮ができる [1]．
デジタルツインは主に，製造業や建築業で使用され，その分野でより研究が行われてい

る．しかし，デジタルツインを工場などではなく，都市に当てはめる都市デジタルツイン
が近年注目されている．IoTセンサー技術や 5Gの進展により，様々なデータをリアルタ
イムに収集し，これまでの平面の地図上だけでなく，3次元空間の中で，従来は重ね合わ
せることが難しかったデータを可視化することで，高度な分析・シミュレーションが可能
になる．その結果を各種デバイスへ，リアルタイムにフィードバックすることで，都市の
QoS(Quality of Service)をアップグレードし，都市の住民の生活の質の向上ができる．活
用分野は，防災・まちづくり・モビリティ・エネルギー・自然・ウェルネス・教育・働き
方・産業と多岐にわたる [2]．
都市のあらゆる最新情報を収集し続けることは，都市サービスを提供する事業者や自治

体のみの努力では限界があると考えられる．都市の住民が自発的・積極的に参加すること
で，より広範囲で多様な情報を持続的に収集できることが鍵となる [3]．このように都市の
住民などがデータ提供者となり，デジタルツインにデータを提供し，シミュレーションを
行うことにより，データ提供者に利益をもたらすデジタルツインを共創型デジタルツイン
と言う．

1.2 研究の目的
課題として，共創型デジタルツインが実現した例が国内外を問わず，存在しない [3]．本

研究では，共創型デジタルツインのプラットフォームのビジネスモデルとしてどのような
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第 1章 序論 4

ものが考えられるか検討することで，共創型デジタルツイン実現に近づくことが目的で
ある．
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第2章 関連研究

2.1 共創型デジタルツインのモデル化
都市デジタルツイン実現に向けた共創型デジタルツインのモデル化は，すでに行われて

いる [4]．この研究では，共創型デジタルツインを協力ゲームと見立てたデータ取引のモ
デル化を図るために，予備検討として協力ゲーム理論の提携形ゲームを用いて，データ消
費者 (サービス提供者)側に焦点を当てたデータ取引協力ゲームのモデル化を行っている．
提供されるデータの価値をデータサイズの大きさに応じて変動するものとし，取引したい
と考えているデータ消費者が複数存在するものとするとき，各データ消費者が提携するこ
とでそれぞれが支払う金額が抑えられる．

2.2 インセンティブモデル
参加型センシングシステム (PSS)におけるインセンティブについては多くのモデルが研

究されている [5]．参加型センシングとは，一般に人々が日常生活から収集した情報や知識
を分析，共有し相互利益を享受するためのクラウドソーシング手法である．人々は周囲の
現象の感知に参加し，専用のサーバに報告するように動機づけすることが，システムの成
功の重要な要素となる．ユーザは十分な範囲で自発的に参加するとは考えられないため，
インセンティブモデルが提案されている．インセンティブの種類は大きく金銭的インセン
ティブと道徳的インセンティブに分けられる．金銭的インセンティブは参加型センシング
システムによるアプリケーションからサービスを受けるためのポイントなどの物質的な報
酬であり，道徳的インセンティブは自尊心，社会からの承認，賞賛の感覚などである．コ
ミュニティの人々に利益をもたらすように設計されたアプリケーションは，通常，道徳的
インセンティブを提供するが，個人がアプリケーションからサービスを受ける場合は，金
銭的インセンティブを提供することが重要である．

2.3 モバイルクラウドソーシングにおける進化ゲームモデル
モバイルクラウドソーシングのモデルをタスククリエータ，プラットフォーム，クラウ

ドワーカの三者のプレイヤでモデル化は行われている [6]．この研究では，二者間での共
謀，虚偽報告などの不正が発生する状況で不正を行う戦略と不正を行わない戦略の選択を
分析している．
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第3章 進化ゲーム

3.1 進化ゲームの分類
完備情報の想定を行わないで，より現実的な方法で社会・経済現象をモデル化する新し

いゲーム理論として進化ゲームが知られている．進化ゲームはプレイヤの出生死滅過程で
集団中の戦略分布が時間の経過に伴い変化する動学的な体系であり，プレイヤの出生死滅
や学習を仮定することで集団中の戦略分布の変化を明示的に微分方程式により記述する
[7]．古典的な非協力ゲームでは複数のナッシュ均衡が存在し，どのナッシュ均衡が成立す
るかは不明であることが多い．しかし進化ゲームを用いることで，ある初期状態から出発
したときにどのようなナッシュ均衡に収束しやすいかや，あるナッシュ均衡に収束するに
はどのような初期状態や条件が必要かを分析することが可能となる．進化ゲームには様々
なバリエーションがあり，二人のプレイヤのみが繰り返しゲームを行う非集団モデルと，
多数のプレイヤが存在しランダムに選択したプレイヤ同士でゲームを行う集団モデルがあ
る．またプレイヤの立場による違いがなく全員が同じ戦略集合・利得行列をもつ対称ゲー
ムと，プレイヤが立場によって複数のグループに分類され各グループからランダムに選ば
れたプレイヤどうしがゲームを行う非対称ゲームがある．さらに集団モデルを対象にプレ
イヤの出生死滅を通して各戦略を用いるプレイヤの割合の変化を分析するレプリケータ・
ダイナミクスと，同じプレイヤ集合が多数回のゲームを反復することで望ましい戦略を学
習していくプロセスを分析する学習ダイナミクスがある．

3.2 レプリケータ・ダイナミクス
レプリケータ・ダイナミクスでは，集団中の個体は単位時間にある確率でランダムに選

択した相手と対戦し，利得から決まる数の子孫を残し自身は死亡すると考える．そして各
戦略の適応度をその戦略を用いた場合の子供の数の期待値と定義し，期待値の基準値から
の増減を戦略の利得と定義する．親と子の戦略は同じとし，各戦略を用いる個体の数の微
小時間 δtの間の変化量に関する微分方程式を構築し解くことで，収束点の安定性や初期
状態に応じて到達する収束点を導出する [7]．
最も基本的な形式は 2つの戦略AとBが存在し，2つのプレイヤ集合のみを考える場合

である．ランダム選ばれた 2人のプレイヤが属する集団 (用いる戦略)が iと jのとき，こ
れら 2人のプレイヤ間の戦闘後の各戦略グループの個体数の増減率を利得 gij と定義する．
すなわち gij は戦略集団 iに属するプレイヤが戦略集団 j に属するプレイヤと対戦した後
に期待される戦略集団 iのプレイヤ数の増減率である．戦略Aを用いるプレイヤのシェア
(比率)が xのとき，プレイヤ集合Aのプレイヤが戦略Aもしくは Bを用いるプレイヤと
対戦する確率は各々xと 1− xであるため，プレイヤ集合Aのプレイヤの 1回の戦闘にお
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第 3章 進化ゲーム 7

ける平均利得 uaは ua = xgaa + (1− x)gabとなる．同様にプレイヤ集合Bのプレイヤの 1

回の戦闘における平均利得 ubは ub = xgba + (1− x)gbbとなる．またプレイヤ全体に対す
る 1回の戦闘における平均利得 uは u = xua + (1 − x)ubとなり，xに関し以下の微分方
程式が成立する．

dx

dt
= (ua − u)x (3.1)

そのため xの任意の初期値に対し本微分方程式を解くことで，任意の時点 tにおける xを
得ることができる．

7 立命館大学情報理工学部



第4章 進化ゲームの共創型デジタルツインへ
の適用

4.1 想定条件
共創型都市デジタルツインのユースケースは図 4.1のようである．住人であるデータ提

供者はデータをデジタルツインのプラットフォームにデータを提供する見返りに，インセ
ンティブを受け取る．プラットフォームは受け取ったデータによりシミュレーションを行
い，サービス提供者にデジタルツインのシミュレーションの結果を提供し，デジタルツイ
ンの利用料を受け取る．サービス提供者は住人や都市にサービスを提供する．本稿では，
プラットフォームのインセンティブ付与法を検討する．プラットフォームがデータを収集
すること，シミュレーションを行うこと，インセンティブを提供することをするのは業務
が多すぎると考えられるため，本稿では図 4.2のように，プラットフォームとデータ提供
者の間に異なるインセンティブを提示するブローカ (中間業者)を挿入する．このことに
より，プラットフォームはシミュレーションを行うことに集中することができ，複数の種
類のブローカにより多様なデータを集めることができると考えられる．またサービスを受
けるのは住人 (個人)であるため，インセンティブはため金銭的インセンティブ (現金)と
する．

図 4.1: 従来の共創型デジタルツイン
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第 4章 進化ゲームの共創型デジタルツインへの適用 9

図 4.2: 本稿の共創型デジタルツイン

プラットフォームは 1つ，ブローカは多数，データ提供者は多数 (一定)であると想定す
る．また，各ステークホルダの望むことは，プラットフォームはより多くの情報をより低
コストで収集すること，ブローカは利益の増加，データ提供者はデータを高値で買い取っ
てもらうことである．そのための最適行動は，ブローカは自身の利益が最大になる (と予
想される)インセンティブ付与戦略を選択すること，データ提供者は自身の受け取る金額
が高くなるブローカを選択することである．本稿では，インセンティブ付与法を検討する
ため，サービス提供者の最適行動は省略する．
ブローカの戦略として，質優先型 (QP: quality prioritize) と量優先型 (VP: volume

prioritize) の二種類を想定し，ブローカが市場に参加，撤退することで各戦略を用いるブ
ローカの数が変化する．QPを s = 1，VPを s = 2とする．

4.2 モデル化
データ提供者のデータはデータの質と量でブローカに評価される．データ提供者 iのデー

タの質を qi，量を viとすると，qi，viは平均と標準偏差が各々(µq, σq), (µv, σv)で，相関
係数が ρの 2変量正規分布に従うことを想定する．ここで，QPはデータの質に，VPは
量により大きな重みを付与し, 各ブローカ型のデータの質に対する重みを αQP, αVPとす
ると，データの量に対する重みは 1− αQP， 1− αVPとなる．データ提供者 iがブローカ
sから得る料金は次式で得られる．

p(s, i) = αsqi + (1− αs)vi (4.1)

データ提供者 iは，QPのブローカの提示する料金 p(QP, i)とVPのブローカの提示す

9 立命館大学情報理工学部



第 4章 進化ゲームの共創型デジタルツインへの適用 10

る料金 p(VP, i)を比較して高いほうを選択する．データ提供者全体でQPを選択した方が
受け取る金額が大きくなる，すなわちQPを選択する確率は ϵQP とする．
ブローカが各データ提供者から得られる収益の期待値を rとし，一定とする．また，デー

タ提供者 1人当たりの支払い金額を csとする．csは戦略ごとに，選択した人数で選択さ
れた料金のみで平均をとることで得られる．
これにより，ブローカの一人当たりの利益の期待値は，収益の期待値からコストを引い

た r − csとなる．
また，データ提供者の総数W は固定とし，W のユーザ集合における qと vの同時確率

密度をD(p, v)とする．データ提供者がQPもしくはVPのどちらか一方と自由に契約で
きるとき，ϵQP は，

ϵQP =

∫ ∫
D(p, v)U(ψ1(p, v) < ψ2(p, v))dpdv (4.2)

となり，VPを選択する確率 ϵV P は，ϵV P = 1− ϵQP となる．
QPのブローカの集合をM1，VPのブローカの集合をM2と表記する．またM sのブ

ローカ数を xs(s = 1, 2)とする．そして多数のブローカが存在するときに，ランダムに選
択した 2つのブローカがユーザの獲得を巡って対戦するゲームを多数回，反復したときの
xsの収束値を導出する．2つのグループのいずれかに分類される多数のブローカが存在す
ることから，集団モデルかつ非対象ゲームに該当する．また各差別化戦略を用いるブロー
カ数の時間経過に伴う変化を分析するため，レプリケータ・ダイナミクスを用いる．ただ
しレプリケータ・ダイナミクスでは各戦闘の結果，戦闘を行ったプレイヤは死滅して子孫
が生まれると考えるが，ブローカに適用する場合には，ブローカの共創型デジタルツイン
のデータ収集サービスの継続，撤退，新規参入のダイナミクスが生じると考える．
またレプリケータ・ダイナミクスでは，プレイヤ間の戦闘による結果を直接プレイヤ数

の変化に作用させる必要あるが，この場合，ブローカ間の戦闘の結果は獲得ユーザ数の差
異で現れることになり，各戦略を用いるブローカ数の変化を直接的には意味しない．その
ため獲得ユーザ数をブローカ数の変化に反映させる仕組みを導入する必要がある．そこで
１回のブローカ間の戦闘の結果，各戦略を用いるブローカ数の増減率を表す利得関数 ϕ(π)

を，獲得するユーザ数の期待値から決まる利益 πの関数で定義する．ϕ(π)が 1より大き
い場合，その戦略を用いるブローカがサービスを継続する可能性が高く，またその戦略を
用いる新規参入ブローカが多数存在することを意味する．一方 ϕ(π)が 1より小さい場合，
その戦略を用いるブローカが市場から撤退する可能性が高く，またその戦略を用いる新規
参入ブローカが少ないことを意味する．
ブローカが事業を継続するために最小限度，獲得することが必要な利益の下限値を π0と

すると，利得関数ϕ(π)はϕ(π0) = 0を満たす．さらにϕ(π)はπの増加に対し単調に増加し，
ϕ(π)の増加率は π0の付近では大きく，πが π0から離れるほど小さくなる．さらに π → ∞
(−∞)の極限で ϕ(π) → L (−L)に漸近することを想定する．これら要件を満たす ϕ(π)の
関数として，本稿では双曲線正接 (Hyperbolic tangent) tanh x = (e2x − 1)/(e2x + 1)を
用いる．すなわち ϕ(π)を次式で与える．

ϕ(π) = L · tanh
(π − π0

z

)
(4.3)

ただし zは π0のオーダーに応じて πの値をスケーリングする定数パラメタである．

10 立命館大学情報理工学部
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また，π0はX人のデータ提供者から得られる平均利益に設定するため，次式で得られる．

π0 = (r − c1 + c2
2

) ∗X (4.4)

利益 πが π0のとき ϕ(π0) = 0となり，πの増加に対し ϕ(π)は単調増加となる．利得関
数 ϕ(π)を用いて，ブローカ数に関する微分方程式をRunge-Kutta法で数値計算する．
M iのMVNOがM jのMVNOと対戦したときに得られる利益の期待値を πijと定義す

る．各ユーザはランダムに選んだ 2つのブローカを比較して契約先を選択すると仮定すると，
ブローカの総数は x1 + x2であるため，任意の 2つのブローカは平均的には 2W/(x1 + x2)

のユーザの獲得を巡り対戦する．そのため異なる種別のMVNOが対戦したときの πij は
次式で得られる．

π12 =
2(r − c1)WϵQP

m1 +m2
(4.5)

π21 =
2(r − c2)W (1− ϵQP)

m1 +m2
(4.6)

一方，同一の種別のブローカが対戦したときには，50%の確率で各ブローカは各ユーザ
を獲得すると仮定すると，

π11 =
(r − c1)W

m1 +m2
(4.7)

π22 =
(r − c2)W

m1 +m2
(4.8)

が得られる．M iのブローカがM j のブローカと対戦したときの利得 gij は ϕを用いて，

gij = ϕ(πij) = L · tanh
(πij − π0

z

)
(4.9)

より得られる．
各ブローカは確率 xs/(x1 + x2)でM sのブローカと対戦することから，M sのブロー

カの 1回の対戦における利得の期待値Gsは，

Gs =
x1

x1 + x2
gs1 +

x2
x1 + x2

gs2 (4.10)

より得られる．Gsを用いて，x1と x2に関する以下の連立微分方程式が成立する [7]．
dx1
dt

= G1x1 =
x21

x1 + x2
g11 +

x1x2
x1 + x2

g12 (4.11)

dx2
dt

= G2x2 =
x1x2
x1 + x2

g21 +
x22

x1 + x2
g22 (4.12)

πij は定数であることから，Runge-Kutta法などの数値解法により，x1と x2の初期値を
与えることで任意時点 tにおける x1と x2の値を算出できる．

11 立命館大学情報理工学部



第5章 数値評価

5.1 評価条件
各戦略を用いるブローカ数の初期値を im1(QP)，im2(VP)，Runge-Kutta法のステッ

プ幅を hとし，使用するパラメタを表 5.1にまとめる．
大都市を想定し，その中の一部の人がデータ提供者になることを想定し，W = 100, 000，

データの質と量の価値に差があることを想定し，µq = 11，µv = 10とする．

表 5.1: 評価に用いたパラメタ
記号 値
W 100,000 (人)

im1 10

im2 10

µq 11

σq 2.5

µv 10

σ 2.5

ρ 0.8

r 15

X 5000

z 10000

L 1

12
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5.2 選択確率
表 5.1のパラメタで，重み αQPを 0.01 ∼ 0.99にすると同時に αVPを 0.99 ∼ 0.01とし

たときの選択確率 ϵQP を αQP の値 0.01ごとに図 5.1にプロットする．両ブローカタイプ
の重み和は便宜上， 1になるようこれら重みを設定する．重みによらず，0.01 ∼ 0.49まで
と 0.51 ∼ 0.99までは選択確率が等しくなり，0.01 ∼ 0.49で約 0.27，0.51 ∼ 0.99で約 0.73

であった．その理由を調べるために，図 5.2は αQP = 0.99，αVP = 0.01のときのデータ
提供者のQPとVPのブローカに買い取られる金額をプロットしている．直線 x = yより
も下部にプロットされるデータ提供者はQPを選択する．その割合は 0.7付近である．図
5.3は αQP = 0.99，αVP = 0.01のときのデータ提供者のQPとVPのブローカに買い取ら
れる金額をプロットしており，図 5.4はそれを拡大したものである．図 5.3では，線付近
に点が集中しており分かりずらいが，図 5.4だと線より下部にプロットされる割合が 0.7

付近であることがわかる．

図 5.1: QPのデータの質の重み αQPに対するユーザのQP選択確率 ϵQP

5.3 ブローカ数の推移
(a)αQP = 0.99，αVP = 0.51，(b)αQP = 0.51，αVP = 0.49と重みの偏りが異なる 2つ

のパラメタでシミュレーションを行う．前述の通り (a)，(b)のどちらの場合でもブローカ
のQPの選択確率 (ϵQP)は等しく，ϵQPは約 0.735であった．図 5.5に (a)の，図 5.6に (b)

の各戦略のブローカ数の時間推移を示す．(a)，(b)のどちらの場合でも，QPの選択確率
ϵQPが高いため，m1が優位である．αQP > αVPであるとき，どのような値に重みを設定
しても常にQPのブローカで最終的に市場が占有される．これは µq > µvであるため，QP

の選択確率 ϵQPが 0.5以上となり，収益の利益に対する影響より選択確率の利益に対する
影響が大きいためである．
(a)，(b)で，m1(QPのブローカ数)とm2(VPのブローカ数)の増減の仕方に大きな差

異はないが，m2が 0になるまでの時間には差異がある．αQP > αVPにおいて両者の差異

13 立命館大学情報理工学部
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図 5.2: ユーザのQPとVPのインセンティブ (金額)分布 (αQP = 0.99，αVP = 0.01)

図 5.3: ユーザのQPとVPのインセンティブ (金額)分布 (αQP = 0.51，αVP = 0.49)
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図 5.4: 拡大版ユーザのQPとVPのインセンティブ (金額)分布 (αQP = 0.51，αVP = 0.49)

が大きいほど，VPのブローカが消滅するまでに要する時間が増加する．µq > µv である
ため，一人当たりのQPのコスト>一人当たりのVPのコストであり，一人当たりのQP

の利益<一人当たりのVPの利益となる．このとき重みの差を増加させると，QPでは質
の影響が大きくなり量の平均の影響が小さくなるので，コストは増加，VPでは，質の影
響が小さくなり，量の影響が大きくなるので，コストは増加するがそれはQPと比較して
小さい．その結果，重みの差を増加させると，一人当たりのコスト，利益の差は増加し，
m1の優位性が下がり，m2の優位性が上がる．これにより重みの差が大きいほど，m2の
消滅までに要する時間が増加する．安定した共創型デジタルツインの運営のためには，ビ
ジネスモデルが破綻せず，継続することが望ましいが，重みの差異が大きな方が複数のビ
ジネスモデルが共存する期間が長くなる．また，各ブローカの特徴がより明確になること
で，多くのデータ提供者が受け取る金額が増加するため，多くのデータ提供者に対して魅
力が向上する．
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図 5.5: Time series of number of brokers (αQP = 0.99，αVP = 0.01)

図 5.6: Time series of number of brokers (αQP = 0.51，αVP = 0.49)
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第6章 まとめ

共創型都市デジタルツインの実現のため，プラットフォームのデータ提供者に対するイ
ンセンティブ付与法を検討し，進化ゲームを用いて戦略の推移がどのようになるかを明瞭
化することで，共創型都市デジタルツインのプラットフォームのビジネスモデルの分析を
行った．シミュレーションにより，質優先型 vs量優先型における重み変更時のブローカ
数の推移を示すことができ，共創型デジタルツインの実現のためのよりよい重みを発見し
た．今後は，データの属性を質と量と 2つの要素だけでなく，ほかの要素や質の細分化な
ど，データの要素を詳細にする予定である．
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